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1.  平成23年12月期第1四半期の連結業績（平成23年1月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期第1四半期 2,798 △5.2 359 191.1 355 137.8 274 115.1
22年12月期第1四半期 2,950 △48.4 123 △74.7 149 △69.1 127 △51.4

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年12月期第1四半期 9.72 ―

22年12月期第1四半期 4.52 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期第1四半期 18,014 12,988 72.0 458.73
22年12月期 17,821 12,788 71.7 451.78

（参考） 自己資本   23年12月期第1四半期  12,978百万円 22年12月期  12,781百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  

第２四半期末の配当、また期末配当につきましては、現時点では未定であります。 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

23年12月期 ―

23年12月期 
（予想）

― ― ― ―

3.  平成23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
(累計)

5,100 0.1 90 ― 90 ― 70 ― 2.47

通期 11,000 19.8 270 ― 270 ― 230 ― 8.12



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続き、
表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基
づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．上記予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 
  実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
２．配当の状況に関しましては、平成23年12月期第２四半期末の配当、また期末配当は今後の業績見通し等を踏まえて判断していることとしているため未
  定であります。予想が可能になり次第、速やかに公表いたします。   

4.  その他 （詳細は、【添付資料】 P4 「2.その他の情報」 をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年12月期1Q 29,000,000株 22年12月期  30,250,000株

② 期末自己株式数 23年12月期1Q  707,858株 22年12月期  1,957,658株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年12月期1Q 28,292,312株 22年12月期1Q 28,305,997株
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当第１四半期連結累計期間の我が国経済は、輸出に牽引された緩やかな回復基調のなか推移してまいり

ましたが、３月11日に発生しました「東日本大震災」により、甚大な影響を受けました。震災により被災

された皆様に、心よりお見舞い申し上げるとともに、一日も早く復興されることをお祈り申し上げます。

当社グループにおいては、震災による人的被害はありませんでした。また設備については、本社および

開発拠点であるテクニカルセンター（神奈川県横浜市）ならびに生産拠点である株式会社小野測器宇都宮

（栃木県宇都宮市）において、建物および設備の修繕が必要となる箇所が生じましたが、生産や実験等に

影響を与えるような大きな被害はありませんでした。 

このように、震災による直接的な影響は大きなものではありませんでしたが、設備の修繕費用および被

災された取引先に対する支援費用については、災害による損失として特別損失計上することとしておりま

す。また、計画停電の影響により業務および生産に若干の混乱が生じたほか、特注試験装置の据付・調整

工事が停電の影響で実施できない事態が生じました。 

（受注、売上および受注残の状況） 

かかる状況下で、当社グループの受注は、震災後は減速したものの震災発生までは計画どおり推移し、

当第１四半期連結累計期間の受注高は26億７千１百万円（前年同期比46.4％増）となりました。売上高に

つきましては、顧客指定納期が当四半期である案件がやや少なかったことに加え、計画停電の影響等によ

り３月の生産や現地調整等に若干の影響が生じたこと、また見込生産品等のリードタイムの短い計測機器

については震災後の受注の減速が売上にも影響を与えたこと等により、27億９千８百万円（前年同期比

5.2％減）となり、受注残高は30億３千１百万円（前年同期比43.6％増）となりました。 

損益面につきましては、前連結会計年度に引き続き、収益性のよい見込生産品の拡販、徹底したコスト

削減等を継続し、また付加価値を高め受注価格を維持する努力を行った結果、営業利益は３億５千９百万

円（前年同期比191.1％増）、経常利益は３億５千５百万円（前年同期比137.8％増）となりました。 

また、「東日本大震災」による損失（２千７百万円）および投資有価証券評価損（２千６百万円）等の

特別損失を計上した結果、四半期純利益は２億７千４百万円（前年同期比115.1％増）となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

なお、当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準

第17号 平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。セグメントの概要については「３．四半期連結

財務諸表（５）セグメント情報」に記載しております。 

「計測機器」は前連結会計年度に引き続き復調傾向となりました。営業本部においては販売体制を強化

し、集中的に拡販活動を行った結果、回転・速度計測機器、寸法・変位計測機器、トルク計測機器等の製

品群が堅調であったほか、自動車性能計測機器、音響・振動計測機器等も復調してきており、受注高は11

億７千９百万円、売上高は11億８千３百万円、営業利益は１億６千９百万円となりました。「計測機器」

は見込生産により比較的リードタイムが短いため、震災後の受注の減速が売上高にも影響しましたが、当

四半期の販売計画については、ほぼ達成いたしました。 

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報

（事業環境）

（「東日本大震災」の影響）

（損益の状況）

<計測機器>
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「特注試験装置及びサービス」は、自動車業界関連での開発投資に回復の兆しがあり、またエンジニア

リングサービス等も堅調であったことにより、受注高は14億５千６百万円となりました。売上高につきま

しては、顧客指定納期が当四半期である案件がやや少なかったことに加え、計画停電の影響等により３月

の生産や現地調整等に若干の影響が生じた結果、15億７千９百万円となり、当四半期の計画に対しては若

干の未達となりました。その一方、開発要素を含む案件が少なく生産効率が良かったことに加え、付加価

値を高め受注価格を維持する努力を行った結果、原価率が大きく改善し、営業利益は１億８千９百万円と

なりました。 

「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当社

が所有する土地・建物の管理業務、労働者派遣業を行っております。当セグメントの外部顧客に対する売

上高は３千５百万円となり、営業損失は２百万円となりました。 
  

当第１四半期連結会計期間末において、総資産は180億１千４百万円となり、前連結会計年度末と比べ

１億９千２百万円の増加となりました。主な内訳は、受取手形及び売掛金の増加によるものであります。

負債は50億２千５百万円となり、前連結会計年度末と比べ７百万円の減少となりました。主な内訳は、短

期借入れによる増加、社債の一部償還および長期借入金の一部返済による減少であります。また、純資産

は129億８千８百万円となり、前連結会計年度末と比べ１億９千９百万円の増加となりました。主な内訳

は、四半期純利益の計上によるものであります。 

当第１四半期連結会計期間末におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。 

<営業活動によるキャッシュ・フロー> 

営業活動によるキャッシュ・フローは２億円の増加となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前四

半期純利益３億１百万円、仕入債務の増加額１億２千７百万円であり、支出の主な内訳は、売上債権の増

加額３億８千９百万円、法人税等の支払額４千４百万円であります。 

<投資活動によるキャッシュ・フロー> 

投資活動によるキャッシュ・フローは、７千１百万円の支出となりました。主な内訳は、有形固定資産

の取得による支出７千２百万円であります。 

<財務活動によるキャッシュ・フロー> 

財務活動によるキャッシュ・フローは、６千７百万円の支出となりました。収入の主な内訳は短期借入

れによる３億円であり、支出の主な内訳は、社債の一部償還２億円、長期借入金の一部返済１億６千６百

万円であります。 

以上の結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ６千６百万円増加し、当第１四半期連結

会計期間末には29億７千２百万円となりました。 
  

当第１四半期連結累計期間の業績は、全社をあげた拡販活動や徹底したコスト削減等を継続した結果、

営業利益、経常利益、四半期純利益のいずれも通期連結業績予想を超える利益を上げることができまし

た。しかしながら、「東日本大震災」による我が国経済への影響は甚大であり、当社の受注も震災後は減

速しております。 

当社グループでは震災の直接的影響は小さかったものの、主要顧客である自動車業界および電機業界で

は、サプライチェーンの問題等により今後の生産活動が制約されることから設備投資への影響が懸念され

＜特注試験装置及びサービス＞

<その他>

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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ます。また、電力供給の問題、電子部品の供給問題、原材料の高騰などは、当社グループにおいても懸

念材料でありますが、現状ではその影響を把握することが困難な状況であることから、今後の業績につき

ましては極めて不透明となっております。 

かかる状況から、当社グループでは平成23年１月28日に公表いたしました連結業績予想ならびに個別業

績予想について、現時点ではこれを変更しないことといたします。今後、業績予想の変更が必要となった

場合は、速やかに開示いたします。 

    

 該当事項はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末

の実地棚卸高を基礎として合理的に算定する方法によっております。 

減価償却の方法として、定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

該当事項はありません。 
  

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号 平成20年３月31日）を適用しております。 

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年

12月26日)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研

究開発費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離

等に関する会計基準」(企業会計基準第７号 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企

業会計基準第16号 平成20年12月26日公表分)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26日)を適用しております。 

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府

令第５号)の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の

科目で表示しております。 

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

①簡便な会計処理

1) たな卸資産の評価方法

2) 固定資産の減価償却の算定方法

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

①会計処理基準に関する事項の変更

1)「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

2)「企業結合に関する会計基準」等の適用

②表示方法の変更
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,972 2,906

受取手形及び売掛金 2,463 2,062

商品及び製品 344 378

仕掛品 726 805

原材料及び貯蔵品 378 360

繰延税金資産 5 3

その他 45 54

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 6,934 6,569

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 4,233 4,304

土地 5,051 5,051

その他（純額） 589 572

有形固定資産合計 9,874 9,928

無形固定資産 88 96

投資その他の資産

投資有価証券 867 976

繰延税金資産 20 20

その他 229 230

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,116 1,226

固定資産合計 11,079 11,251

資産合計 18,014 17,821
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,128 1,000

短期借入金 300 －

1年内返済予定の長期借入金 333 333

1年内償還予定の社債 400 400

未払法人税等 32 55

賞与引当金 38 9

その他の引当金 26 －

その他 395 517

流動負債合計 2,654 2,315

固定負債

社債 － 200

長期借入金 833 1,000

退職給付引当金 1,264 1,233

役員退職慰労引当金 138 138

環境対策引当金 15 15

その他 118 129

固定負債合計 2,370 2,717

負債合計 5,025 5,032

純資産の部

株主資本

資本金 7,134 7,134

資本剰余金 2,293 3,151

利益剰余金 4,296 4,021

自己株式 △485 △1,343

株主資本合計 13,238 12,963

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △177 △94

為替換算調整勘定 △82 △86

評価・換算差額等合計 △259 △181

少数株主持分 9 6

純資産合計 12,988 12,788

負債純資産合計 18,014 17,821
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(2) 四半期連結損益計算書

【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

売上高 2,950 2,798

売上原価 1,711 1,433

売上総利益 1,238 1,365

販売費及び一般管理費 1,115 1,006

営業利益 123 359

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

賃貸収入 9 3

助成金収入 29 3

その他 3 2

営業外収益合計 43 9

営業外費用

支払利息 3 4

社債利息 1 0

売上割引 4 5

支払手数料 3 2

賃貸収入原価 3 －

その他 0 0

営業外費用合計 17 13

経常利益 149 355

特別利益

投資有価証券売却益 0 －

貸倒引当金戻入額 0 －

特別利益合計 1 －

特別損失

災害による損失 － 27

固定資産除却損 0 －

投資有価証券評価損 0 26

特別損失合計 0 53

税金等調整前四半期純利益 150 301

法人税、住民税及び事業税 24 25

法人税等調整額 △3 △1

法人税等合計 20 23

少数株主損益調整前四半期純利益 － 277

少数株主利益 1 2

四半期純利益 127 274
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年１月１日
至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 150 301

減価償却費 161 132

賞与引当金の増減額（△は減少） 84 28

退職給付引当金の増減額（△は減少） △389 30

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3 0

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 0

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息及び社債利息 5 5

固定資産除却損 0 －

売上債権の増減額（△は増加） △684 △389

たな卸資産の増減額（△は増加） 214 95

仕入債務の増減額（△は減少） 144 127

未収消費税等の増減額（△は増加） 98 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 62 3

その他 22 △79

小計 △126 256

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △3 △11

法人税等の支払額 △31 △44

営業活動によるキャッシュ・フロー △160 200

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △27 △72

無形固定資産の取得による支出 △4 △0

投資有価証券の取得による支出 △28 －

投資有価証券の売却による収入 9 －

その他 △2 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △52 △71

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 300

長期借入れによる収入 1,500 －

長期借入金の返済による支出 － △166

社債の償還による支出 △200 △200

自己株式の純増減額（△は増加） △1 △0

配当金の支払額 △118 △0

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,179 △67

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 963 66

現金及び現金同等物の期首残高 1,927 2,906

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,890 2,972
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該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

 
（注）１  事業区分は、製品の種類、販売経路等を考慮して行っております。  

２  各事業の主な製品  

   (１)計測機器事業…………………回転・速度計測機器、寸法・変位計測機器、データ処理解析装置、 

                                 トルク計測機器、自動車性能計測機器及びシステム、周辺機器及びその他

   (２)その他事業……………………損害保険代理業務及び不動産管理業務、労働者派遣業等  

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

  

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年１月１日  至  平成22年３月31日) 

 
（注）１  海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

      ２  国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

    （1）国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

    （2）各区分に属する主な国又は地域 

       (イ) アジア……………………中国・韓国・台湾・タイ 

       (ロ) 北米………………………アメリカ・カナダ 

       (ハ) 欧州………………………ドイツ・フランス 

       (ニ) その他の地域……………オーストラリア・ブラジル 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

計測機器事業 
(百万円)

その他事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

  (1) 外部顧客に 
      対する売上高

2,921 29 2,950 ― 2,950

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

― 80 80 (80) ―

計 2,921 109 3,031 (80) 2,950

営業利益又は営業損失(△) 358 △6 351 (228) 123

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

アジア 北米 欧州 その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 181 247 12 1 441

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― ― 2,950

Ⅲ  連結売上高に占める 
    海外売上高の割合(％)

6.1 8.4 0.4 0.0 15.0
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【セグメント情報】 

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

当社グループは、顧客に提供する製品・サービスの特性をベースとして構成した、「計測機器」、「特

注試験装置及びサービス」の２つを報告セグメントとしております。 

「計測機器」は、各種センサ類、回転・速度計測機器、寸法・変位計測機器、音響・振動計測機器、ト

ルク計測機器、自動車性能計測機器、ソフトウェアおよびこれらのアッセンブルによるデータ解析機器等

であり、当社グループではこれらを主として見込生産により提供しております。「特注試験装置及びサー

ビス」は、研究開発用途や品質管理用途の特注試験装置の提供、音響・振動に関するコンサルティングサ

ービス、当社製品のアフターサービス、エンジニアリングサービス等を行っており、これらは個別受注生

産により対応しております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自  平成23年１月１日  至  平成23年３月31日) 

 
(注) １  「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、損害保険代理業務および当社が所

有する土地・建物の管理業務、労働者派遣業を行っております。 

２  セグメント利益の調整額２百万円は、セグメント間取引消去であります。 

３  セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

(追加情報) 

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日)を適用しております。 

  

該当事項はありません。 

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額 
(注)２

四半期連
結損益計 
算書計上 
額(注)３計測機器

特注試験装
置及びサー

ビス
計

売上高

  外部顧客への売上高 1,183 1,579 2,763 35 2,798 ― 2,798

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― ― ― 63 63 (63) ―

計 1,183 1,579 2,763 98 2,862 (63) 2,798

セグメント利益又は 
セグメント損失（△）

169 189 359 △2 356 2 359

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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当第１四半期連結累計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであ

ります。 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額は販売価格によっております。 

３ 上記金額は消費税等を含んでおりません。 

  

当第１四半期連結累計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであ

ります。 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額は消費税等を含んでおりません。 

  

当第１四半期連結累計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであ

ります。 

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記金額は消費税等を含んでおりません。 

4. 補足情報

(1) 生産、受注及び販売の状況

①生産実績

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円) 前年同期比(%)

計測機器 1,150 ―

特注試験装置及びサービス 1,431 ─

その他 ― ―

合計 2,582 ―

②受注実績

事業の種類別セグメントの名称  受注高(百万円) 前年同期比(%) 受注残高(百万円) 前年同期比(%)

計測機器 1,179 ― 319 ―

特注試験装置及びサービス 1,456 ― 2,712 ─

その他 35 ― ― ―

合計 2,671 ― 3,031 ―

③販売実績

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(%)

計測機器 1,183 ―

特注試験装置及びサービス 1,579 ―

その他 35 ―

合計 2,798 ―
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